
 

 

基本方針 

 

１.持続可能な地域農業の維持・振興と担い手・集落営農等農業者への支援 

条件不利地である中山間地において、安全・安心な農畜産物を持続的に生産できる地域農

業を支え、農業者の所得確保を目指す。 

 

①生産資材価格引下げによる生産
コスト削減

・仕入業者選定の厳格化(定期的見積書の取得に
よる価格交渉)
・最安値限月での仕入徹底（肥料：7月・10月
（最安値月）仕入数量の拡大)
・車取対象品目の車取の徹底（油粕・石灰窒
素・苦土石灰他：12ｔ車取、農ポリ：3ｔ車取）
・担い手農薬直送規格の利用率向上【R3実績
53％⇒R4目標65％ 】（担い手経営体利用調査を
活用したきめ細やかな提案説明）

②肥料・農薬・水稲種子等、カン
トリー利用料等への還元措置

・肥料・農薬・水稲種子等供給高【最大5％割
戻】、カントリー利用料【最大35％割戻】

③集落一斉共同防除助成、土づく
り資材散布助成、土づくり機械導
入助成等の各種助成

・集落一斉共同防除【約1,100万円/年助成】、
イナゴ防除用トレボン粉剤使用助成【R4 約300
万円助成】、土づくり資材散布助成【500円
/100kg】、土づくり機械（ブロードキャスター
等）導入助成【機械購入価格の1/6】

④最優遇金利での資金（農業資
金、氷見牛資金）提供と近代化資
金への継続的な取組

・農業資金、氷見牛資金を最優遇金利で融資
・事業所間の連携を密にして早期の需要確認、
保証料（保証料率0.45％）助成の継続

⑤米の買取販売による有利販売 ・契約栽培コシヒカリ（ひみ穂波）を中心に実
施【1,800円高/60kg(R3年産実績)】

⑥氷見米を中心とした高品質・高
収量な農畜産物の生産

・うるち米上位等級米比率目標：95%以上（R4-6
通期）
・富富富栽培面積目標：R4 約90ha
・色彩選別機導入助成【機械購入価格の5％（上
限25万円）助成】
・白ネギ販売数量目標：R4 240t、R5 250t、R6
260t（栽培面積拡大、夏の管理体制指導、研修
会実施による収量増）
・地域内素牛生産頭数：R4 105頭、R5 110頭、
R6 120頭（繁殖雌牛導入推進による）

⑦ハトムギの高値買取・加工・付
加価値販売(6次産業化の取組継続)

・ハトムギ買取価格目標【520円(税込)/kg(R3市
況約260円(税込)/kg)】、ペット飲料販売目標
【170万本(子会社含)】

⑧水田フル活用 ・ハトムギ、大麦、ネギ類、WCS、飼料用米等地
域の実情に即した作物を推進し、併せて2年3作
など高度な土地利用に取組む

⑨農機早期（３か月前）予約によ
る価格対応と共同購入農機の推進
による低コスト化

・３か月前予約により当用仕入価格から5～10％
安く仕入れることにより農業者のコスト5～10％
削減
・共同購入中型トラクター(33馬力)の推進

⑩農機メンテナンス講習会（中核
農家・営農組合対象）の実施

・個々がメンテナンスを行うことによる生産コ
スト削減（修理料金の減額及び機械更新時期の
伸長）

⑪直売事業の売上拡大 ・年間売上50万円以上生産者の増加(目標：R4
117名、R5 119名、 R6 121名)

⑫農業に対する事業分量配当の継
続

・剰余金処分については、内部留保とのバラン
スを重視した上で、農業に対する事業分量配当
を重視した組合員配当を継続する

(1)農業者所得
確保



 

 

 

 
 

２.地域の活性化に貢献できる総合事業の展開 

支所・事業所・福祉施設等を拠点として、総合事業を通じたサービス提供により、地域に

おける生活インフラ機能の充実を目指す。 

 

 

 

  

②支所若手職員の農機修理技術力
の向上

・具体例を基にした技術講習会の実施

③生産者へのタイムリーな情報提
供

・稲作特報や補助事業等をホームページや直送
便で提供

④GAPの推進 ・外部講師による研修会の開催と認証取得に向
けた品目、モデル農場の選定

(3)組合員の高
齢化、労働力
不足に対する

取組

①農作業省力化に向けた取組と担
い手育成

②各関係機関と連携した新規就農
者の獲得

・ICT等、先進技術の実演会の実施・検証・導入
（スマート農機新規導入経営体目標：R4 3先、
R5 3先、R6 3先）
・JA事業や施設を活用した担い手育成や、支所
毎設定の「人・農地プラン」の実質化と情報共
有による担い手への農地集積と法人化への誘
導・支援
・新規就農者数目標：R4 1名、R5 1名、R6 1名

・外部講師（メーカー等）を招いた勉強会の開
催、外部研修会への積極参加、ブロック別目標
の設定とフォローアップ
・「みどりの食料システム戦略」についての検
討実施（R6目標 有機栽培25％以上）

(2)営農指導体
制の強化

①営農指導員の資質向上

〇信用事業
①農林中央金庫奨励施設減への対
応
②子店における年金取組の強化
③ハウスメーカーとの連携による
住宅ローン獲得

・金融資産構成や有価証券運用の継続検討

・情報の共有化と子店母店間の役割明確化
・持込実績のあるハウスメーカー担当者への声
掛け(住宅ローン新規獲得目標260,000千円/年
(R4-6通期))

〇共済事業
①経験の浅いＬＡのレベル向上

②ひと保障（次世代）分野への取
組強化

③母店金融担当者による共済窓口
の育成
④あんしんチェック活動の徹底

⑤目標管理の徹底

・訪問件数、有効面談件数増加に向けた主管部
課長、Ｇ長による見込者の選定、現場での取組
等フォロー
・入院保障ＤＭを活用した訪問先の選定と、一
時払終身保険、年金共済、こども共済を柱とし
た生命保障分野の実績確保
・研修会を定期開催

・ＪＡ、ＪＡ以外の加入状況把握とキャンペー
ンを活用した保障点検活動の展開
・R4目標：推進総合ポイント年間目標2,800,000
ポイント、自動車共済新契約獲得目標550件、
ニューパートナー目標件数359件、営農組織にお
ける保険・共済加入シェア（自動車共済目標
70％、傷害保険・共済目標70％）、ＰＬ契約割
合（生命60％、建更60％、自動車80％）、ＣＬ
契約割合（生命85％、建更90％、自動車90％）

(1)事業毎の取
組施策の実施



 

 

 

 

 

〇購買事業
(ⅰ)生産資材
①肥料・農薬・雑資材の利用率・
予約率向上

②土壌改良剤散布率の向上及びケ
イ酸加里入りJコートコシヒカリの
普及

③担い手訪問活動の内容充実

④ホームセンター等競合他社対策

⑤農機のシェア拡大と中古農機査
定による買取・再販体制の強化

・肥料（床土、土壌改良剤含）、農薬、水稲種
子（稚苗含）台帳を活用した未予約者への懇請

・土壌、基肥に合った改良剤の提案、基肥一発
肥料散布経営体（土改剤未散布）への新スー
パーエスアイ加里提案、土改剤未散布経営体へ
のケイ酸加里入りJコートコシヒカリの提案
・担い手向け専用の大型規格品注文書の作成等
担い手への情報提供とＪＡに対する要望集約
・園芸用肥料、農薬、雑資材のシェア拡大（資
材課在庫一覧（使用法含）を活用した細やかな
窓口対応、ＪＡグリーンと連携した園芸用小型
規格品の提供、営農指導員の肥料・農薬知識向
上（ＪＡ主催含研修会参加））
・各種注文書の見直し・改善（肥料注文書の掲
載品目検討と使用方法を明記し分かりやすく注
文しやすい様式への見直し）
・ラウンドアップキャンペーンの（春・秋）継
続実施（キャンペーンチラシ配布と専用ノズル
使用による作業軽減化の普及推進）
・訪問活動、ＤＭ、展示会による需要の把握
（工賃目標20,000千円/年(R4-6通期)）

(ⅱ)生活物資
①主食：大口取引先の新規獲得

②食料品：ハトムギペットボトル
供給体制の維持
③専売品：酒類・タバコ常連客の
維持
④日用品：電器・衣料：話題・特
価商品等の継続的な情報発信
⑤家具：墓石・仏壇実績の維持

⑥車輌：販売台数の確保と顧客囲
い込み強化

⑦一般車輌整備・車検：台数の
シェア確保と台当たり収益の確保

⑧鈑金：整備工の技術力向上と事
故車搬入率向上

・各団体（市、商工会議所、観光協会等）から
の情報収集
・ＪＡアグリひみとの同行営業、キャンペーン
の検討実施
・注文チラシを広報誌に継続的に折込

・業者との連携、注文チラシを広報誌に折込

・推進報告の管理と山岡石材、大越仏壇との情
報共有
・６か月前推進の強化、免許返納者に対してセ
ニアカーの提案、新車購入時に次回車検時に使
える割引券を発行（販売台数目標1,475台/年
(R4-6通期)）
・管理台帳を用いた車検切れ、管理顧客の流出
防止と新規顧客の開拓、法定12か月点検の積極
推進、消耗部品の提案強化、プロの整備士によ
るオイル交換実施のＰＲ（車検台数目標R4
4,700台、R5 4,800台、R6 4,700台、車検工賃目
標R4 119,900千円、R5 122,400千円、R6
119,900千円）（一般整備台数目標7,500台/年
(R4-6通期)、一般整備工賃目標37,500千円/年
(R4-6通期)）
・各種講習会への積極参加、検査員資格取得者
増、24時間レッカーロードサービスのＰＲ（鈑
金整備台数目標1,800台/年(R4-6通期)、工賃目
標28,800千円/年(R4-6通期)）

(1)事業毎の取
組施策の実施



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨油類：ユーザー拡大と油外収益
の確保

⑩ＬＰＧ：工賃の確保

⑪住宅：新築住宅・リフォーム・
解体等受注拡大

・一日来店台数600台、タイヤ・オイル・エアコ
ンフィルター・ワイパーキャンペーンの実施、
携行缶の販売促進（工賃目標15,000千円/年(R4-
6通期)）
・貸ガスの獲得等による工賃確保（工賃目標
1,500千円/年(R4-6通期)）
・市内不動産業者・協力業者との情報交換と連
携、ＺＥＨ住宅対応、補助金・税制制度等のＰ
Ｒ、広報誌へちらし折込（契約高目標500,000千
円/年(R4-6通期)）

(ⅲ)ＪＡグリーン
①ＣＳ向上
②直売品の品揃い・良品質野菜の
標準化
③他スーパーとの差別化
④感謝祭イベント内容の充実

・接客態度、業務知識等店員の資質向上
・施設野菜の午後搬入の強化

・県外ＪＡとの産地間交流の実施
・肥料・農薬相談コーナー（全農・メーカー）
の設置、女性部・食彩倶楽部との連携

〇販売事業
①環境保全型農業への取組と畜産
振興（ＳＤＧｓ環境保全）

・氷見牛を中心とした循環型農業の拡大
・地域一貫生産体制の構築による肥育頭数の増
加
・氷見牛ブランド力向上による販売価格の安定

〇保管事業
①倉庫業務の効率化と管理の徹底 ・受入の効率化と的確な検査の実施

・基幹倉庫の効率的な運用と保管管理の徹底
〇利 用 事 業
①生産利用施設：共同利用施設の
計画的改修・修繕による品質リス
ク管理の徹底
②創作工房ひみ：衛生管理の徹底
と総菜部門の充実

・CEの改修計画については「固定資産取得計
画」を参照

・従業員教育の徹底、衛生管理講習会（年1回）
の実施、定期的な商品内容変更

〇介 護・福 祉 事 業
①介護施設・訪問介護・居宅介護
支援利用人数の維持

②介護予防事業「そくさい教室」
の継続
③地域社会福祉への貢献

・一日平均：結の里ショート１６人、デイ２７
人、いこいの家デイ２６.５人、訪問介護実利用
者数７５人以上、居宅介護実利用者数１５０人
（R4-6通期）
・平均１０名以上の利用、年１００回程度（R4-
6通期）
・認定こども園運営への継続支援（2園）

〇そ の 他 の 事 業
①観光：「新しい旅のエチケッ
ト」の周知と既存顧客の需要回復

・観光庁発行資材を用いての周知、各種キャン
ペーンに合わせたＰＲ

(1)事業毎の取
組施策の実施



 

 

 

 

 

 

 

(2)次世代・女
性組合員の確
保と関係強化

〇購買事業全般
①ｅコマース・キャッシュレス決
済の導入
②宅配ニーズへの対応

〇組合員との繋がり増強
①組合員(正・准)加入の増強
②担い手訪問活動の内容充実

③准組合員の意思反映

④准組合員の事業利用拡大

〇女性のJA運営参画への取り組み
強化
①女性の役員登用促進

②女性の正・准組合員加入の促進
③女性組織との連携強化

④共同購入運動の再認識活動

・事業所別の需要調査、段階的導入

・ニーズ調査と体制検討

・相続時における組合員加入の提案
・年1回常勤役員及び幹部職員が担い手農家を訪
問し、ＪＡに対する要望の聞き取りや有益情報
の提供を行う取組みの充実
・広報誌への当ＪＡに対する意見・要望募集欄
の設置、将来的には准組合員代表者の総代会へ
の出席を検討
・広報誌やホームページでの情報発信

・早期に役員の10％、令和７年度までに、役員
の15％を女性とするための環境整備
・役員定数・選任区基準の検討、役員となるこ
とを希望する女性候補者がいないため女性の登
用をただちに進めることが困難である場合、ま
ずは女性の参与への登用を検討、実施
・女性総代の研修会開催
・女性正組合員比率R6目標：17％以上
・結の会等との連携強化・農産物加工品作りの
充実（女性部や直売の会との連携）
・季節商品研修や業者による研修会の開催

(3)組合員組織
の活性化と地

域貢献

①市内保育園児の食育及び食文化
の振興

②組合員交流スポーツ大会の開催
（年金友の会共催）
③市内各団体との協力・連携
④365日24時間車輌レッカーロード
サービス対応
⑤ケアマネージャーによる福祉相
談機能の充実
⑥ミニデイホームの開催
⑦健康管理活動の促進（厚生連日
帰りドック検診の普及）
⑧こども食堂への支援
⑨「地消地産」運動と食農教育の
推進
⑩組合員等への税務支援

⑪役職員による地域活動への積極
的参加

・ハトムギペットボトル売上より氷見市へ約500
万円/年指定寄付継続【2006年度-2021年度の寄
付総額1億2000万円超】

・ゴルフ、パークゴルフ、ペタンク、ゲート
ボール、カローリング大会等
・行政、漁業、商工、観光等
・ＪＡ-ＰＡＳＳ導入による搬入率向上

・主任ケアマネの確保（事業所管理者要件(経過
措置：令和9年3月末)）
・目標20回/年以上（R4-6通期）
・目標450名/年（R4-6通期）

・規格外品の野菜等の提供、米の寄付
・市内学校給食用食材等、内需は地元で生産す
る取組を推進
・臨時税理士制度による税務(所得税)申告相談
と顧問税理士による税務相談会の開催
・消防団等



 

 

３.環境の変化に対応できる経営改革の実践と不祥事防止 

 内部統制の整備と不祥事が発生しない職場づくり、及び環境変化に対応した事業運営を図

り、安定した財務基盤の構築を目指す。 

 

(1)安定した経
営基盤の確立

①経済事業の収支改善

②店舗・事業所再編も含めた管理
費等経費の縮減

・「基本方針2 地域の活性化に貢献できる総合
事業の展開(1)事業毎の重点取組施策の実施」に
記載の経済事業の取組事項の実施
・第56回総代会への提案に向けた機構改革の検
討（支所統廃合、老朽化施設対応等）

(2)業務効率化
と人材育成

①ネットバンクの展開

②インターネットを活用した受
付・審査の展開
③ＩＴ化の取組による業務効率化

④職員による資格取得、職員研修
の充実

・窓口での声掛け（口座開設時、恒常的取引者
等）と広報誌・ホームページでのＰＲ
・ホームページやＱＲコード入りチラシのＰ
Ｒ、活用
・ファイルサーバ運用の開始、ペーパーレス化
への段階移行、金融新営業店システムへの移行
準備、eコマースの導入検討）
・金融教育研修プラグラム等の実践、業務上必
要資格の計画的取得、外部研修等への積極参
加、内部研修の充実

(3)内部統制の
整備と各種リ
スク管理態勢

の強化

①不祥事再発防止策の徹底とコン
プライアンス・各種リスク管理態
勢の強化
②信用リスク・金利リスク・オペ
リスク等各種リスクの管理
③マナーも含めCS(利用者満足度)
向上と苦情受付処理体制の強化、
事務ミスの縮減
④特殊詐欺被害の防止
⑤マネロン等対策強化

⑥大規模災害への備え

⑦新型コロナウイルス等感染症対
策の徹底

・各種定期会議・研修会での反復周知による質
的向上

・モニタリングの継続と理事会等への定期報告

・各種定期会議・研修会での反復周知による質
的向上

・内部研修の継続実施と外部研修への参加
・リスク評価書の充実、内部研修の継続実施と
外部研修への参加
・老朽化施設の整備、重要データリモートサー
バ管理・バックアップ、必要品備蓄、事業継続
計画の周知、県外ＪＡとの災害時応援協定
・「ＪＡ氷見市の新型コロナ感染症対策」の適
時改訂と周知


